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１ はじめに 
 2018 年 7 月 6 日、第 196 回国会において「民法及び家事事件手続法の一部を改正す

る法律」が可決成立し、同月 13 日に公布された（平成 30 年法律第 72 号。以下「平成

30 年相続法改正法」という。）。この法律は民法・刑法など 20 本弱の法律を改正するも

ので、対象となる法律には著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）も含まれる。 
 平成 30 年相続法改正法のうち著作権法に係る改正部分は 2019 年 7 月 1 日付けで施

行された。これにより、同日付けで著作権法の一部が改正され、法定相続分を超える相

続等の一般承継（相続、会社分割、会社合併等による権利義務の承継。以下同じ。）に

よる著作権、出版権若しくは著作隣接権又はこれらの権利を目的とする質権1（以下「著

作権等」という。）の移転につき、登録をしなければ第三者に対抗することができない

こととされた。また、これに合わせて関係する政省令の改正が行われ、著作権等の登録

手続等が一部変更となった。 
 今号では、上記改正が著作権等の登録制度に及ぼす影響について概説する2。 
 
２ 著作権法の改正 
 平成 30 年相続法改正法による改正前の著作権法第 77 条及び第 88 条は、その柱書に

おいて、「次に掲げる事項は、登録しなければ、第三者に対抗することができない。」と

定めつつ、掲げられた各事項のうち権利の移転に関しては、「相続その他の一般承継に

よるものを除く。」とすることにより、一般承継による著作権等の移転については登録

をしなくとも第三者に対抗することができることとしていた。 
 これは、「相続その他の一般承継」については取引の安全を図るべき第三者（登録が

存在しないことを主張することについて正当な利益を有する第三者）が現れることは想

定しづらいという当時の解釈を前提として設けられたものであると考えられるが、その

後の最高裁判例や相続を取り巻く状況の変化から、当時よりも第三者の取引の安全を図

るべき場面が拡大したため、不動産登記においてその考え方が修正されることとなり、

それに合わせる形で、著作権法において、この「相続その他の一般承継によるものを除

く。」との文言が削除された。 
 これにより、同法施行後には、相続において法定相続分を超える部分や、会社分割等

における著作権等の移転について、登録をしなければ第三者に対抗することができない

こととなった3。 
 著作権の登録に関する著作権法の改正部分を新旧対照表の形式で示すと次のとおり

である（下線部分が改正部分）4。 
改正後 改正前 

（著作権の登録） 
第七十七条 次に掲げる事項は、登録し

（著作権の登録） 
第七十七条 次に掲げる事項は、登録し

 
1 著作隣接権の登録については、著作権法第 104 条により同法第 77 条及び第 78 条（第 3 項を除く）の規

定が準用される。 
2 著作権登録制度改正の概要説明資料が文化庁ウェブサイトに掲載されているので、参照されたい。<htt
p://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/1418461.html、http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/min
pou/pdf/r1411532_01.pdf>。なお、本稿作成に当たっては文化庁著作権課担当官及び元担当官から多大な

御協力をいただいた。この場を借りて感謝申し上げる。 
3 相続による法定相続分の承継については、従前同様、相続人は、対抗要件を備えることなしに他の共同

相続人からの譲受人等の第三者に対し対抗することができると解される（改正後民法第 899 条の 2 第 1
項参照）。なお、不動産についてであるが、相続における第三者対抗要件の要否については、水津太郎

「相続と登記―相続による不動産物権の承継の対抗要件」ジュリスト 1532 号（2019 年）48 頁が参考と

なる。 
4 このほか第 88 条（出版権の登録）でも同様の改正が行われているが、本稿の主題はプログラム著作物

の登録への影響であることから、出版権（及び著作権登録に係る規定が準用される著作隣接権）に係る

改正部分についての記載は省略する。 
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改正後 改正前 
なければ、第三者に対抗することがで

きない。 
一 著作権の移転若しくは信託による

変更又は処分の制限 
 
 
二 （略） 

なければ、第三者に対抗することがで

きない。 
一 著作権の移転（相続その他の一般

承継によるものを除く。次号におい

て同じ。）若しくは信託による変更又

は処分の制限 
二 （略） 

 
３ 著作権法に係る政省令の改正 
 平成 30 年相続法改正法の施行により著作権法が上記２のように改正されたことに伴

い、関係する政令（著作権法施行令、プロ特法施行令）5及び省令（著作権法施行規則、

プロ特法施行規則）6が平成 30 年相続法改正法と同日（2019 年 7 月 1 日）付けで改正・

施行された。これら政省令の改正により次の①ないし③が行われた7。 
① 一般承継による登録に関する規定の整備 
② 二以上の登録を同一の申請書で申請する仕組み（併合申請）や複数の登録で重複す

る添付資料の省略を可能とする仕組みの導入 
③ 登録の効力発生時期の見直し（解釈変更）に伴う所要の規定の整備 
 

(1) 一般承継による登録に関する規定の整備 
ア 規定の整備 

 著作権法施行令第 16 条では、登録について登録権利者（権利の移転においては権利

の移転を受ける者）及び登録義務者（権利の移転においては権利を移転する者）が共同

で登録申請をする原則が置かれている。 
 ところが、一般承継のうち相続又は法人の合併があった場合には、相続における被相

続人は死亡しており、また合併における合併元の法人は消滅しているため、共同申請を

することができない（改正前の著作権法施行令第 16 条ないし第 18 条は次のとおり。）。 
第十六条 登録は、法令に別段の定めがある場合を除き、登録権利者及び登録義務者

が申請しなければならない。 
第十七条 登録は、申請書に登録義務者の承諾書を添付したときは、登録権利者だけ

で申請することができる。 
第十八条 判決による登録は、登録権利者だけで申請することができる。 

 そこで、この問題を解決するため、著作権法施行令第 18 条が下表のように改正され

（下線部分が改正部分）、相続又は法人の合併の場合には、相続人又は合併後の存続法

人若しくは新設法人が単独で登録申請をすることが可能とされた。 
改正後 改正前 

第十八条 判決による登録又は相続若し

くは法人の合併による権利の移転の登

録は、登録権利者だけで申請すること

ができる。 

第十八条 判決による登録は、登録権利

者だけで申請することができる。 

 また、登録申請の際の添付資料について定める著作権法施行令第 21 条が下表のよう

に改正され、一般承継による移転の際に行う登録申請に必要な添付書類が明確化された

 
5 著作権法施行令（昭和 45 年政令第 335 号。以下「著作権法施行令」という。）及びプログラムの著作物

に係る登録の特例に関する法律施行令（昭和 61 年政令第 287 号。以下「プロ特法施行令」という。）。 
6 著作権法施行規則（昭和 45 年文部省令第 26 号。以下「著作権法施行規則」という。）及びプログラム

の著作物に係る登録の特例に関する法律施行規則（平成 23 年文部科学省令第 22 号。以下「プロ特法施

行規則」という。）。 
7 文化庁「民法改正（相続関係）に伴う著作権法施行令等改正 概要」参照。<http://www.bunka.go.jp/seisa
ku/chosakuken/hokaisei/minpou/pdf/r1411532_04.pdf> 
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（下線部分が改正部分）。 
改正後 改正前 

第二十一条 第二十条の申請書には、次

に掲げる資料を添付しなければならな

い。 
一〜二 （略） 
（削除） 

第二十一条 前条の申請書には、次に掲

げる資料を添付しなければならない。 
 
一〜二 （略） 
三 登録の目的に係る著作権等が登録

名義人から登録義務者に相続その他

の一般承継により移転したものであ

るときは、戸籍の謄本又は抄本、登記

事項証明書その他当該事実を証明す

ることができる書面 
三 登録の目的が著作権等に関すると

きは、その登録の原因を証明する書

面（登録の原因が相続その他の一般

承継であるときは、戸籍の謄本又は

抄本、登記事項証明書、住民票の写し

その他当該事実を証明することがで

きる書面を含む。第二十三条第一項

第五号において同じ。） 

四 登録の目的が著作権等に関すると

きは、その登録の原因を証明する書

面 

四〜五 （略） 
２〜３ （略） 

五〜六 （略） 
２〜３ （略） 

 
イ 様式の整備 

 相続又は法人の合併による権利の移転の登録に係る申請様式（著作権法施行規則別記

様式第 6 の 2、第 7 の 2 及び第 8 の 2）が新たに追加された。 
 

(2) 二以上の登録を同一の申請書で申請する仕組み（併合申請）や添付資料の省略を

可能とする仕組みの導入 
 一般承継による著作権等の移転について登録しなければ第三者に対抗することがで

きなくなったことから、これらが生じた場合に第三者対抗要件を具備するために多くの

著作権等の移転について登録をする必要が生じ得る。 
 このような状況も踏まえ、登録申請に係る申請者の負担軽減の観点から、一つの申請

書により複数の登録を申請すること（併合申請）を可能とする規定等の整備が行われた。 
 また、登録申請時に添付すべき資料について、同時に行う複数の登録申請について添

付書類が同一であったり過去の登録申請時に提出済の添付資料と同一のものであった

りする場合に資料の添付を省略することを可能とする規定の整備が行われた。 
 

ア 併合申請 
 著作権法施行令に併合申請に係る新たな規定（第 20 条の 2）が設けられたことによ

り、登録の目的が同一である場合に限って一つの申請書によって複数の登録を申請する

ことが可能とされた。 
（併合申請） 

第二十条の二 二以上の登録は、登録の目的が同一である場合に限り、同一の申請書

で申請することができる。 
 なお、今回の政省令の改正は平成 30 年相続法改正法の施行に伴い一般承継の場合の

権利の移転が登録無くして第三者に対抗できなくなったことを受けたものであるが、こ

の併合申請の規定は一般承継の場合の権利の移転以外の登録申請一般（例えば創作年月

日の登録申請等）についても適用される。 
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 また、プログラムの著作物の登録については指定登録機関に対して登録手数料8を納

付する必要があるところ、併合申請が可能となった後、併合申請により複数の登録を申

請した場合に「申請」1 件分の手数料で足りるとの誤解が生じないようにするため、登

録 1 件につき登録手数料が発生することの明確化を目的として、プロ特法施行令第 2 条

が下表のとおり改正された（下線部分が改正部分）。 
改正後 改正前 

（登録手数料） 
第二条 法第二十五条の政令で定める手

数料の額は、プログラムの著作物に係

る登録一件につき四万七千百円とす

る。 

（登録手数料） 
第二条 法第二十五条の政令で定める手

数料の額は、一件につき四万七千百円

とする。 

 
イ 添付資料の省略 

 著作権法施行令に添付資料の省略に係る新たな規定（第 21 条の 2）が設けられたこ

とにより、同条で定められた場合において申請時の資料の添付を省略することが可能と

された9。 
（添付資料の省略） 

第二十一条の二 同時に二以上の登録の申請の手続をする場合において、各手続にお

いて添付すべき資料の内容が同一であるときは、一の手続においてこれを添付し、

他の手続においてその旨を申し出てその添付を省略することができる。 
２ 登録の申請の手続において添付すべき資料は、当該資料と内容が同一である資料

を他の登録の申請の手続において既に提出しており、かつ、当該資料の内容に変更

がないときは、その旨を申し出てその添付を省略することができる。ただし、文化

庁長官は、特に必要があると認めるときは、当該添付すべき資料の提出を求めるこ

とができる。 
 添付資料の省略に係る上記規定が登録申請一般に適用される点は併合申請に係る規

定（第 20 条の 2）と同様である。 
 

(3) 登録の効力発生時期の見直し（解釈変更）に伴う所要の規定の整備 
 平成30年相続法改正法との直接の関係はないものであるが、上記(1)及び(2)のほかに、

登録の効力発生時期の見直し（解釈変更）に伴う所要の規定の整備も行われている。 
 これまで、著作権等の登録に係る効力発生は登録の年月日（登録事務が完了した年月

日）と解釈されていたが、こうした考え方は、特許法等に係る登録制度や不動産登記法

に係る登記制度とも整合しないものとなっていた10。 
 そのため、著作権等の登録申請があった場合の登録の効力発生日を「申請の受付の年

 
8 プロ特法第 25 条、プロ特法施行令第 2 条。 
9 同条第 2 項の「文化庁長官」は、プログラムの著作物の登録については、文化庁長官が指定する者（一

般財団法人ソフトウェア情報センター）と読み替えられる（プロ特法施行令第 4 条）。 
10 特許法等については、「登録申請受付の後、事務処理期間中に、移転情報が反映されていない登録原簿

を意図的に用いて二重譲渡が行われたり、登録義務者等が破産した場合に他の権利関係との先後が逆転

してしまうなどのおそれがあり、申請者等にとっては不合理な制度となっているとの指摘」があったと

して（特許庁「登録の効力発生日について」（2007 年 10 月）産業構造審議会知的財産政策部会特許制度

小委員会第 3 回通常実施権等登録制度ワーキンググループ配付資料 5 <https://www.jpo.go.jp/resources/shin
gikai/sangyo-kouzou/shousai/jisshiken_wg/document/03-shiryou/shiryou05.pdf>）、特許法施行規則等の一部を

改正する省令（平成 21 年 1 月 30 日経済産業省令第 5 号）が施行され、これにより特許法施行規則（昭

和 35 年通商産業省令第 10 号）ほか関係省令が改正された。従来は申請による登録の場合に申請受付日

及び登録の年月日を原簿に記載することとされていたところ、登録の年月日を原簿の記載事項から削除

し申請受付日のみを記載することとされ、不動産登記法における効力発生日の考え方と同様に申請の受

付の日が登録の効力発生日と解されるように手当てがなされた。特許庁「特許法施行規則等の一部を改

正する省令について」（平成 21 年 1 月）<https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/syoreikaisei/tokkyo/document
/tokkyohoutou_kaiei_21013005/01_gaiyo.pdf>等参照。 
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月日」に見直すこととし、それに伴う所要の規定の整備が行われた11。 
 また、施行日前に申請の受付がされた登録の効力発生日は、従前どおり登録の年月日

（登録事務が完了した年月日）となると解されるが、このことを前提に、改正後の規定

は、施行後に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の手続について適用し、施行前に受

付がされた申請又は嘱託に係る登録の手続については、なお従前の例による旨の経過措

置が設けられている。さらに、登録した権利の順位（著作権法施行令第 34 条）に関し

て、施行前に受付がされた申請又は嘱託に係る登録（「登録の年月日」から効力が発生）

と、施行後に受付がされた申請又は嘱託に係る登録（「申請の受付の年月日」から効力

が発生）の優先順位が逆転することのないよう、前者を後者よりも前に登録されたもの

とみなす経過措置が設けられている。 
 

ア 規定の整備 
 著作権法施行令、同施行規則及びプロ特法施行規則のそれぞれについて、「登録の年

月日」の文言を削るなどの改正が行われた（それぞれ、下線部分が改正部分）。 
 

(ｱ) 著作権法施行令 
改正後 改正前 

（申請書） 
第二十条 登録の申請をしようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書

を文化庁長官に提出しなければならな

い。 
一〜六 （略） 
七 登録の申請に係る著作物、実演、レ

コード、放送又は有線放送に関する

登録がされているときは、その登録

番号（登録番号が不明であるときは、

その旨） 
 

 
（添付資料） 

第二十一条 第二十条の申請書には、次

に掲げる資料を添付しなければならな

い。 
一〜五 （略） 

２ 次の各号に掲げる登録を申請しよう

とするときは、第二十条の申請書に、当

該各号に掲げる書面を添付しなければ

ならない。ただし、申請に係る著作物、

実演、レコード、放送又は有線放送に関

する登録がされている場合において、

当該申請書にその登録番号を記載した

ときは、この限りでない。 
一〜五 （略） 

３ （略） 
 
 

（申請書） 
第二十条 登録の申請をしようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書

を文化庁長官に提出しなければならな

い。 
一〜六 （略） 
七 登録の申請に係る著作物、実演、レ

コード、放送又は有線放送に関する

登録がされているときは、その登録

の年月日及び登録番号（登録の年月

日及び登録番号が不明であるとき

は、その旨） 
 
（添付資料） 

第二十一条 前条の申請書には、次に掲

げる資料を添付しなければならない。 
 
一〜六 （略） 

２ 次の各号に掲げる登録を申請しよう

とするときは、前条の申請書に、当該各

号に掲げる書面を添付しなければなら

ない。ただし、申請に係る著作物、実演、

レコード、放送又は有線放送に関する

登録がされている場合において、当該

申請書にその登録の年月日及び登録番

号を記載したときは、この限りでない。 
一〜五 （略） 

３ （略） 
 
 

 
11 申請が存在しない「職権による登録」の場合は従来どおり登録の年月日（登録事務が完了した年月日）

が効力発生の年月日となる。 
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改正後 改正前 
（申請者への通知） 

第二十四条 文化庁長官は、登録を完了

したときは、申請者に申請の受付の年

月日及び登録番号を記載した通知書を

送付する。 
 
（質権の登録の申請書） 

第三十三条 法第七十七条第二号（法第

百四条において準用する場合を含む。）

又は第八十八条第一項第二号に掲げる

事項の登録の申請書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。ただ

し、当該申請に係る質権に関する登録

がされている場合において、当該申請

書にその登録番号を記載したときは、

この限りでない。 
一〜四 （略） 

２ （略） 

（申請者への通知） 
第二十四条  文化庁長官は、登録を完

了したときは、申請者に登録の年月日

及び登録番号を記載した通知書を送付

する。 
 
（質権の登録の申請書） 

第三十三条 法第七十七条第二号（法第

百四条において準用する場合を含む。）

又は第八十八条第一項第二号に掲げる

事項の登録の申請書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。ただ

し、当該申請に係る質権に関する登録

がされている場合において、当該申請

書にその登録の年月日及び登録番号を

記載したときは、この限りでない。 
一〜四 （略） 

２ （略） 
 

(ｲ) 著作権法施行規則 
改正後 改正前 

（登録受付簿の記載） 
第九条 申請書の提出があつたときは、

登録受付簿に次に掲げる事項を記載す

るとともに、当該申請書に第一号及び

第二号に掲げる事項を記載する。 
一 申請の受付の年月日 
二〜七 （略） 

２〜３ （略） 
 
（登録年月日の記録等） 

第十七条 著作権登録原簿等について職

権により登録したときは、登録の原因

及びその発生年月日並びに登録すべき

権利に関する事項欄に当該登録の年月

日を記録する。 
２ （略） 
 
（登録事項記載書類の交付申請手続

等） 
第十九条 登録事項記載書類の交付又は

著作権登録原簿等の附属書類の写しの

交付若しくは閲覧を請求しようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申請

書を文化庁長官に提出しなければなら

ない。 
一 登録番号（著作権登録原簿等の附

属書類の写しの交付又は閲覧を請求

（登録受付簿の記載） 
第九条 申請書の提出があつたときは、

登録受付簿に次に掲げる事項を記載す

るとともに、当該申請書に第一号及び

第二号に掲げる事項を記載する。 
一 受付けの年月日 
二〜七 （略） 

２〜３ （略） 
 
（登録年月日の記録等） 

第十七条 著作権登録原簿等について登

録したときは、登録年月日欄に当該登

録の年月日を記録する。 
 
 
２ （略） 
 
（登録事項記載書類の交付申請手続

等） 
第十九条 登録事項記載書類の交付又は

著作権登録原簿等の附属書類の写しの

交付若しくは閲覧を請求しようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申請

書を文化庁長官に提出しなければなら

ない。 
一 登録の年月日及び登録番号（著作権

登録原簿等の附属書類の写しの交付又
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改正後 改正前 
するときは、申請の受付の年月日及

び受付番号） 
二〜三 （略） 

は閲覧を請求するときは、受付けの年

月日及び受付番号） 
二〜三 （略） 

 
(ｳ) プロ特法施行規則 

改正後 改正前 
第三条 法第四条の規定によるプログラ

ム登録の公示は、次に掲げる事項につ

いて、インターネットの利用その他の

適切な方法により行うものとする。 
一〜二 （略） 
三 申請の受付の年月日（職権による

登録にあっては、その登録の年月日。

第八条第一号において同じ。） 
四〜五 （略） 

 
（実名の登録の報告） 

第八条 指定登録機関は、法第九条の規

定による報告をしようとするときは、

次に掲げる事項を記載した報告書を文

化庁長官に提出しなければならない。 
一 申請の受付の年月日及び登録番号 
二〜七 （略） 

 
（帳簿の記載等） 

第十四条 法第十八条第一項の文部科学

省令で定める事項は、次のとおりとす

る。 
一〜四 （略） 
五 登録を行った年月日（職権による

登録の場合に限る。） 
六〜十 （略） 

２ （略） 

第三条 法第四条の規定によるプログラ

ム登録の公示は、次に掲げる事項につ

いて、インターネットの利用その他の

適切な方法により行うものとする。 
一〜二 （略） 
三 登録年月日 
 
 
四〜五 （略） 

 
（実名の登録の報告） 

第八条 指定登録機関は、法第九条の規

定による報告をしようとするときは、

次に掲げる事項を記載した報告書を文

化庁長官に提出しなければならない。 
一 登録の年月日及び登録番号 
二〜七 （略） 

 
（帳簿の記載等） 

第十四条 法第十八条第一項の文部科学

省令で定める事項は、次のとおりとす

る。 
一〜四 （略） 
五 登録を行った年月日 
 
六〜十 （略） 

２ （略） 

 
イ 様式の整備 

 上記ア(ｱ)及びア(ｲ)の改正を踏まえた著作権法施行規則別記様式の改正が行われた

（詳細は省略する。）。 
 

ウ 経過措置 
 著作権施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第 42 号）附則第 2 条及び第 3 条

並びに著作権法施行規則及びプログラムの著作物に係る登録に関する法律施行規則の

一部を改正する省令（令和元年文部科学省令第 8 号）附則第 2 項及び第 3 項で次のよう

に定められた。 
(ｱ) 著作権施行令の一部を改正する政令（令和元年政令第 42 号） 

（経過措置） 
第二条 改正後の著作権法施行令第七章第二節の規定は、この政令の施行後に受付が

された申請又は嘱託に係る登録の手続について適用し、この政令の施行前に受付が

された申請又は嘱託に係る登録の手続については、なお従前の例による。 
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第三条 この政令の施行前に受付がされた申請又は嘱託に係る登録は、著作権法施行

令第三十四条の規定の適用については、この政令の施行後に受付がされた申請又は

嘱託に係る登録より前にされたものとみなす。 
 

(ｲ) 著作権法施行規則及びプログラムの著作物に係る登録に関する法律施行規則

の一部を改正する省令（令和元年文部科学省令第 8 号） 
（経過措置） 

２ 第一条の規定による改正後の著作権法施行規則第八章の規定及び別記様式は、こ

の省令の施行後に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の手続について適用し、こ

の省令の施行前に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の手続については、なお従

前の例による。 
３ 第二条の規定による改正後のプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法

律施行規則の規定は、この省令の施行後に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の

手続について適用し、この省令の施行前に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の

手続については、なお従前の例による。 
 
４ おわりに 
 プログラムの著作物以外の著作権等の登録等を行う文化庁、及び文化庁長官の指定を

受けてプログラムの著作物に係る登録等を行う当財団（一般財団法人ソフトウェア情報

センター）は、それぞれ、今回の改正内容の施行にあわせて登録の手引き書（文化庁は

「登録の手引き」、一般財団法人ソフトウェア情報センターは「プログラム登録の手引

き」）を改定、公開するなど、必要な対応に当たっているので、参照されたい12。 
 著作権等の登録に関する問い合わせ先等は次のとおり。 
 
○ プログラムの著作物以外の著作物等に関する問い合わせ先等 
文化庁著作権課著作権登録係 
 〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 2 号 
 電話：03-5253-4111（内線 2849） 
 ウェブサイト：http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/toroku_seido/ 

 
○ プログラムの著作物に関する問い合わせ先等 
一般財団法人ソフトウェア情報センター  著作権登録部 
 〒105-0003 東京都港区西新橋 3 丁目 16 番 11 号 
 電話：03-3437-3071 FAX：03-3437-3398 
 受付時間：平日 9:00～12:00 および 13:00～17:00 
 （土・日･祝祭日および年末･年始は休み） 
 ウェブサイト：https://www.softic.or.jp/touroku/ 

 

 
12 プログラムの著作物の登録に関しては、<https://www.softic.or.jp/touroku/>を参照。 


